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　ＪＡグループを取り巻く環境は、高齢化や担い手不足等により農業

生産基盤は縮小傾向にあり、地域の疲弊とともに人と人との繋がりが

希薄化しています。また、マイナス金利を背景とした信用事業の収支

悪化や早期警戒制度の改正など厳しさが増しています。加えて、コロ

ナ禍による価値観の変化と劇的に進展するデジタル化、自然災害の激

甚化、ＳＤＧｓをはじめとした持続可能な社会実現に向けた社会から

の要請など、まさに時代の転換期であるといえます。

　このような情勢に対応すべく、ＪＡ伊勢では、持続可能な経営基盤

の確立・強化に向けた取り組みとして令和３年度に「３Ｃプログラム

基本計画」を策定しました。この３Ｃプログラムは、ＪＡ伊勢が 10

年後も農業協同組合として地域の農業振興に寄与し、農家の所得向上

を支援する事業展開を持続するための事業改革です。

　令和４年度を初年度とする第 12 次中期経営計画では、第 44 回Ｊ

Ａ三重大会で掲げた大会テーマ、決議事項を基本としつつ、「持続可能

な農業の確立と地域共生社会づくりへの貢献」の実現に向け、３Ｃプ

ログラムを核としたＪＡ事業改革による、長期的な視野に立った農業

振興を中心とした不断の自己改革の実践と、それを支える経営基盤の

確立・強化に取り組んでまいります。

経 営 方 針
ＪＡ伊勢が目指す方向

1  組合員及び地域の皆さまの生活を守る　
2  農業の振興
3  社会貢献を行う組織と人づくり

ＪＡ伊勢の使命

地域の皆さまとともにＪＡ伊勢はいつも一所懸命です経営理念

第12次中期経営計画
基本方針（めざす姿）

1  持続可能な農業の実現　
2  豊かでくらしやすい地域共生社会の実現
3  協同組合としての役割発揮

1  多彩な農業の拡充による農業生産の拡大と農業者の所得増大
2  組合員との関係深化と多様な連携による組織・地域の活性化
3  自己改革の実践を支える持続可能なＪＡ経営の確立

第12次中期経営計画
基本目標

持続可能な農業の確立と地域共生社会づくりへの貢献第12次中期経営計画
基本テーマ（基調となる考え方）
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持続可能な農業の実現

多彩な農業の拡充による農業生産の
拡大と農業者の所得増大

基本目標

■基本方針Ⅰ

取組計画【営農分野】

●農業者の収穫量及び規模の拡大

重点施策 1 水田所得補完作物の更なる推進による作付面積の拡大 営農部

営農部重点施策 2 新技術等の導入・普及及び規格外品の活用による生産量の拡大
営農部

金融共済部重点施策 3 生産者の経営状況に応じた農業金融機能の発揮

営農部重点施策 4 畜産肥育頭数の維持・拡大と耕畜連携による取組みの強化

責任部署

●出荷物の販売単価及び品質の向上

重点施策 5 ブランド化・差別化等の取組みによる販売力の強化 営農部

営農部重点施策 6 既存輸出産品のさらなる拡大と新たな輸出産品の導入の展開

営農部重点施策 7 多様な出荷形態による消費者ニーズへの対応

責任部署

●農業者の生産コスト低減・効率化

重点施策 8 スマート農業※や省力化に向けた技術の試験・導入による生産コスト低減の強化 営農部

責任部署

重点施策 9 生産コスト低減に向けた生産資材の安価提供と、出荷コスト低減に繋がる出荷規格・
出荷資材の見直しによる省力化に資する取組みの強化

営農部
経済部

経営企画部

豊かでくらしやすい地域共生社会の実現

組合員との関係深化と多様な連携による
組織・地域の活性化

基本目標

■基本方針Ⅱ 

取組計画【くらし分野】

●総合事業を通じた地域の活性化

重点施策 2 利用者に寄り添ったライフプランサポート等の実践によるメイン利用世帯の
拡充と地域金融機関としての地方創生への役割の発揮

金融共済部
人事部

●総合事業を通じた安心して暮らせる地域づくり

●ＪＡくらしの活動を主とした地域コミュニティの活性化

重点施策 1 地域に果たす役割・機能の発揮に向けた支店・ＡＴＭの再編 金融共済部
経営企画部

金融共済部
経営企画部

重点施策 4 環境に対応した生活事業サービスの展開 経済部
経営企画部

重点施策 7 地域コミュニティの活性化及び今後の在り方の検討・実践 経営企画部

介護福祉事業の管理・運営体制の再構築重点施策 6 経営企画部

重点施策 5 既存の居宅介護支援・訪問介護・通所介護事業の更なるサービスの充実 経営企画部

重点施策 8 くらしの活動を通じた農業の応援体制の構築 経営企画部
営農部

重点施策 3 生活におけるリスクを幅広く保障する「ひと・いえ・くるまの総合保障」の提供

責任部署

責任部署

責任部署

●多様な農業者の創出と生産基盤の維持・拡大

重点施策10 地域農業をリードする担い手経営体・中核的担い手の支援強化と、地域農業を支
える多様な農業者の育成・支援の強化

営農部

重点施策12 担い手や地域との話し合いによる農地の維持・集約の推進と地域活性化の支援強化 営農部

重点施策11 子会社及び農業経営事業による土地利用型農業の拡充と優良農地の維持・拡大
≪農業経営事業≫■イチゴ　R4:36a、R5:46a、R6:66a
　　　　　　　　■甘藷　　R4:  3a、R5:20a、R6:50a

営農部

責任部署

●営農・経済事業におけるサービスの維持・向上と収支改善

重点施策13 職員の専門性向上と育成強化による営農体制の強化 営農部

営農部重点施策14 集出荷場と共同利用施設のサービス向上と効率化運営の実現

経済部
経営企画部

重点施策15 生産購買事業及び農機事業における利便性の維持・向上を目指したサービス・
資材の提供

営農部
経済部重点施策16 ＩＣＴ※・デジタル化を通じた生産者サービスの向上と業務の効率化の促進

責任部署

※スマート農業…ロボット技術や情報通信技術を活用して、省力化・精密化や高品質生産の実現等を推進する新たな農業のこと。
※ＩＣＴ…「情報通信技術」の略で、情報処理だけではなく、インターネットのような通信技術を利用した産業やサービスなどの総称。
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協同組合としての役割発揮

自己改革の実践を支える持続可能な
ＪＡ経営の確立

基本目標

■基本方針Ⅲ

取組計画【経営分野】

●組合員の「意思反映・運営参画」の強化

●組合員の維持・拡大

●3線管理態勢を踏まえたリスク管理態勢の確立と経営の健全性確保　

重点施策 2 組合員との徹底した話し合いを踏まえた組織運営の実現 管理部
経営企画部

重点施策 4 地域農業の応援パートナーである准組合員の維持・拡大 管理部

●将来を見据えたＪＡ経営基盤の強化と自己改革の実践

●農業・食・くらし・ＪＡへの共感が広がる広報活動の展開
●協同組合活動・ＪＡ事業を支える人財づくり

重点施策 1

重点施策 3

正・准組合員等の類型に応じた意思反映等の仕組みづくりの拡充

地域農業を支える正組合員の維持・拡大

管理部
経営企画部

管理部

重点施策 5 ＤＸ※（デジタルトランスフォーメーション）時代に対応したデジタル化の推進 管理部
人事部

中期経営計画・自己改革工程表の確実な実践と適切な進捗管理重点施策 7 経営企画部

農業協同組合として持続可能な開発目標（SDGs）※ を取り入れた経営の実践重点施策 8

多様な人材の活躍を促進するための仕組みの構築重点施策 10

重点施策 6 持続可能な経営基盤の確立・強化に向けた組織整備計画の実践と適正な進捗管理 経営企画部

重点施策 9 変化に対応できる組織づくりと職員満足度向上及び将来のＪＡを担う職員の育成
を目指した人事制度の構築

人事部

人事部

責任部署

責任部署

責任部署

責任部署

責任部署

責任部署

方針・手続き等を遵守した統制活動の徹底（第 1 線）重点施策 11

リスク統括部内部統制にかかるＰＤＣＡ※の実践によるリスク管理の強化（第 2 線）重点施策 12

経営企画部風通しの良い組織・方針の共有・職員の意識向上等を目指した職場内広報の充実重点施策20

経営企画部ＪＡ事業利用・活動参加・農業応援の活性化に繋がる広報戦略の策定・実践に
よる効果的・効率的な情報発信の強化

重点施策 19

監査部リスクアプローチに基づく内部監査機能の強化（第 3 線）重点施策 13

リスク統括部
各部不祥事未然防止の徹底重点施策 14

管理部理事会機能の高度化と役員執行体制の見直し・検討重点施策 15

管理部
リスク統括部災害対策機能の確保重点施策 18

リスク統括部
金融共済部

営農部
経済部

経営企画部

早期警戒制度※の改正を踏まえた経営管理の強化重点施策 16
リスク統括部

管理部
経営企画部
金融共済部

経営企画部
営農部
経済部

資産査定管理態勢の強化重点施策 17
リスク統括部
経営企画部
金融共済部

※ＤＸ…「デジタルトランスフォーメーション」の略語で、データとデジタル技術を活用し、ビジネスにおける激しい変化への対応、業務や企業
　　　　文化の変革、競争の優位性を持つこと。
※持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）…�2015 年 9 月の国連サミットで全会一致で採択された、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性

のある社会実現のため、2030 年を年限とする 17 のゴール・169 のターゲット、231 の指標で構成され
た国際目標。

※ＰＤＣＡ…目標を達成するために、Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の４つを繰り返して業務を改善する方法。
※早期警戒制度…�農林水産省における「系統金融機関向けの総合的な監督指針」において、系統金融機関の経営の健全性を確保していくための

手法として位置づけられる、収益性・信用リスク・市場リスク・流動性リスクについてオフサイト・モニタリングを通じて早
め早めの経営改善を促していく仕組み。	



資産の部

科目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

信
　
用
　
事
　
業

現金 1,500,000 1,460,000 1,460,000

預
金

系統預金 334,296,000 337,851,000 342,196,000
系統外預金 8,050,000 9,050,000 10,050,000
譲渡性預金 － － －

計 342,346,000 346,901,000 352,246,000
買現先勘定 － － －
買入金銭債権 － － －
金銭の信託 5,000,000 6,000,000 6,000,000

有
価
証
券

国債 9,000,000 8,000,000 7,000,000
地方債 6,500,000 6,500,000 6,500,000
政府保証債 600,000 600,000 600,000
金融債 － － －
社債 30,000,000 31,000,000 32,000,000
外国証券 － － －
株式 300,000 500,000 1,000,000
受益証券 13,000,000 11,000,000 9,000,000
投資証券 4,000,000 4,500,000 4,500,000

計 63,400,000 62,100,000 60,600,000
貸出金 73,000,000 74,100,000 75,600,000

そ
の
他

未収収益 400,000 400,000 400,000
その他の資産 540,000 540,000 540,000

計 940,000 940,000 940,000
債務保証見返 130,000 130,000 130,000
貸倒引当金 ▲ 270,000 ▲ 270,000 ▲ 270,000

信用事業資産計 486,046,000 491,361,000 496,706,000

共
済

その他の共済事業資産 13,000 13,000 13,000
共済事業資産計 13,000 13,000 13,000

経
　
済
　
事
　
業

受取手形 － － －
経済事業未収金 1,000,000 1,000,000 1,000,000
経済受託債権 1,000,000 1,000,000 1,000,000

棚
卸
資
産

購買品 470,000 470,000 470,000
販売品 1,000 1,000 1,000
宅地等 － － －
その他の棚卸資産 100,000 100,000 100,000

計 571,000 571,000 571,000
その他の経済事業資産 200,000 200,000 200,000
貸倒引当金 ▲ 7,000 ▲ 7,000 ▲ 7,000

経済事業資産計 2,764,000 2,764,000 2,764,000
雑資産 1,023,000 1,000,000 1,000,000

固
　
定
　
資
　
産

有
形
固
定
資
産

減価償却資産 18,371,000 18,662,000 18,962,000
土地 8,240,000 8,240,000 8,240,000
建設仮勘定 － － －
減価償却累計額 ▲ 14,569,000 ▲ 14,826,000 ▲ 15,041,000

計 12,042,000 12,076,000 12,161,000
無形固定資産 33,000 31,000 29,000

固定資産計 12,075,000 12,107,000 12,190,000

外
　
部
　
出
　
資

外
部
出
資

系統出資 14,742,000 14,742,000 14,742,000
系統外出資 362,000 362,000 362,000
子会社等出資 23,000 23,000 23,000

計 15,127,000 15,127,000 15,127,000
外部出資等損失引当金 － － －

外部出資計 15,127,000 15,127,000 15,127,000
繰延税金資産 834,000 834,000 834,000

資産の部合計 517,882,000 523,206,000 528,634,000

科目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

信
　
用
　
事
　
業

収
　
益

資金運用収益 3,614,000 3,376,000 3,359,000
（うち預金利息） （2,137,000） （2,107,000） （2,124,000）
（うち有価証券利息） （730,000） （605,000） （580,000）
（うち貸出金利息） （664,000） （632,000） （623,000）
（うちその他受入利息） （83,000） （32,000） （32,000）
役務取引等収益 126,000 126,000 125,000
その他事業直接収益 55,000 － －
その他経常収益 247,000 267,000 261,000

計 4,042,000 3,769,000 3,745,000

費
　
用

資金調達費用 240,000 217,000 216,000
（うち貯金利息） （229,000） （207,100） （208,000）
（うち給付補塡備金繰入） （5,000） （3,900） （3,000）
（うち借入金利息） （1,000） （1,000） （1,000）
（うちその他支払利息） （5,000） （5,000） （4,000）
役務取引等費用 61,000 61,000 61,000
その他事業直接費用 35,000 30,000 30,000
その他経常費用 244,000 235,000 228,000

計 580,000 543,000 535,000
事業総利益 3,462,000 3,226,000 3,210,000

共
　
済
　
事
　
業

収
　
益

共済付加収入 1,851,000 1,750,000 1,720,000
その他の収益 133,000 133,000 133,000

計 1,984,000 1,883,000 1,853,000

費
　
用

共済推進費 64,500 64,000 64,000
共済保全費 89,400 88,900 88,900
その他の費用 100 100 100

計 154,000 153,000 153,000
事業総利益 1,830,000 1,730,000 1,700,000

購
　
買
　
事
　
業

収
　
益

購買品供給高 3,395,000 3,264,000 3,171,000
購買手数料 268,000 245,000 235,000
修理サービス料 49,000 49,000 49,000
その他の収益 106,500 105,000 105,000

計 3,818,500 3,663,000 3,560,000

費
　
用

購買品供給原価 2,769,900 2,667,600 2,594,600
購買品供給費 25,900 25,400 25,400
その他の費用 154,700 150,000 150,000

計 2,950,500 2,843,000 2,770,000
事業総利益 868,000 820,000 790,000

販
　
売
　
事
　
業

収
　
益

販売品販売高 60,000 55,000 58,000
販売手数料 201,000 204,000 207,000
その他の収益 50,000 51,000 52,000

計 311,000 310,000 317,000

費
　
用

販売品販売原価 52,000 48,000 50,000
その他の費用 40,000 43,000 47,000

計 92,000 91,000 97,000
事業総利益 219,000 219,000 220,000

保
　
管

保管事業収益 9,600 9,600 9,600
保管事業費用 4,600 4,600 4,600

事業総利益 5,000 5,000 5,000

加
　
工

加工事業収益 10,000 10,000 10,000
加工事業費用 9,000 9,000 9,000

事業総利益 1,000 1,000 1,000

利
　
用

利用事業収益 926,000 926,000 926,000
利用事業費用 658,000 658,000 658,000

事業総利益 268,000 268,000 268,000

宅
　
地

宅地等供給事業収益 6,000 6,000 6,000
宅地等供給事業費用 500 1,000 1,000

事業総利益 5,500 5,000 5,000

負債及び純資産の部
単位：千円

科目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

信
　
用
　
事
　
業

貯金 485,000,000 490,000,000 495,000,000
譲渡性貯金 － － －
借入金 86,000 67,000 48,000

そ
の
他

未払費用 180,000 180,000 180,000
その他の負債 1,000,000 1,000,000 1,000,000

計 1,180,000 1,180,000 1,180,000
債務保証 130,000 130,000 130,000

信用事業負債計 486,396,000 491,377,000 496,358,000

共  

済  

事  

業

共済資金 1,200,000 1,200,000 1,200,000
未経過共済付加収入 650,000 650,000 650,000
共済未払費用 － － －
その他の共済事業負債 － － －

共済事業負債計 1,850,000 1,850,000 1,850,000

経  

済  

事  

業

支払手形 － － －
経済事業未払金 400,000 400,000 400,000
経済受託債務 900,000 900,000 900,000
その他の経済事業負債 21,000 21,000 21,000

経済事業負債計 1,321,000 1,321,000 1,321,000
設備借入金 － － －

雑
　
負
　
債

未払法人税等 140,000 140,000 140,000
リース債務 － － －
資産除去債務 100,000 100,000 100,000
その他の負債 752,000 762,000 762,000

雑負債計 992,000 1,002,000 1,002,000

諸  

引  

当  

金

賞与引当金 235,000 236,000 235,000
退職給付引当金 1,469,000 1,419,000 1,369,000
役員退職慰労引当金 48,000 56,000 64,000
特例業務負担金引当金 450,000 400,000 350,000
その他引当金 － － －

諸引当金計 2,202,000 2,111,000 2,018,000
繰延税金負債 － － －
再評価に係る繰延税金負債 1,063,000 1,063,000 1,063,000

負債の部合計 493,824,000 498,724,000 503,612,000

組
　
合
　
員
　
資
　
本

出資金 6,300,000 6,300,000 6,300,000
資本準備金 － － －

利
益
剰
余
金

利益準備金 6,308,000 6,508,000 6,708,000

そ
の
他
利
益
剰
余
金

ライスセンター積立金 20,000 20,000 20,000
営農指導事業基盤強化積立金 220,000 220,000 220,000
信用事業基盤強化積立金 560,000 560,000 560,000
教育基金積立金 30,000 30,000 30,000
経営安定対策積立金 6,449,000 6,949,000 7,449,000
特別積立金 702,000 702,000 702,000
当期未処分剰余金 1,614,000 1,338,000 1,178,000

（うち当期剰余金） （668,000） （633,000） （749,000）
計 9,595,000 9,819,000 10,159,000

計 15,903,000 16,327,000 16,867,000
処分未済持分 ▲ 45,000 ▲ 45,000 ▲ 45,000

計 22,158,000 22,582,000 23,122,000

評価・
換算
差額等

その他有価証券評価差額金 － － －
土地再評価差額金 1,900,000 1,900,000 1,900,000

計 1,900,000 1,900,000 1,900,000
純資産の部合計 24,058,000 24,482,000 25,022,000

負債及び純資産の部合計 517,882,000 523,206,000 528,634,000

単位：千円
科目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

介
　
護

介護福祉事業収益 177,000 175,000 175,000
介護福祉事業費用 172,500 170,500 170,500

事業総利益 4,500 4,500 4,500

農
業
経
営

農業経営事業収益 15,000 15,000 15,000
農業経営事業費用 9,000 9,000 9,000

事業総利益 6,000 6,000 6,000

旅
　
行

旅行事業収益 7,600 6,000 6,000
旅行事業費用 1,100 1,000 1,000

事業総利益 6,500 5,000 5,000

そ
の
他

その他事業収益 62,500 62,500 62,500
その他事業費用 55,000 55,000 55,000

事業総利益 7,500 7,500 7,500

指
　
導

指導事業収入 35,000 35,000 35,000
指導事業支出 180,000 180,000 235,000

（うち資材高騰対策費） （50,000） （50,000） （－）
（うち 3 Ｃ営農振興費） （－） （－） （100,000）

収支差額 ▲ 145,000 ▲ 145,000 ▲ 200,000
1. 事業総利益 6,538,000 6,152,000 6,022,000

事  

業  

管  

理  

費

人件費 4,280,000 3,964,000 3,772,000
業務費 632,000 630,000 587,000
諸税負担金 182,000 176,000 173,000
施設費 814,000 770,000 730,000
その他事業管理費 10,000 10,000 10,000

計 5,918,000 5,550,000 5,272,000
2. 事業利益 620,000 602,000 750,000

事
　
業
　
外

収
益

受取雑利息 － － －
受取出資配当金 154,000 154,000 154,000
賃貸料 46,000 46,000 46,000
償却債権取立益 3,500 3,500 3,500
雑収入 63,000 63,000 63,000

計 266,500 266,500 266,500

費
用

支払雑利息 － － －
貸倒損失 － － －
寄付金 2,000 2,000 2,000
雑損失 4,500 4,500 4,500

計 6,500 6,500 6,500
事業外損益差引 260,000 260,000 260,000

3. 経常利益 880,000 862,000 1,010,000

特
　
別

利
益

固定資産処分益 － － －
一般補助金 － － －
その他の特別利益 － － －

計 － － －

損
失

固定資産処分損 17,000 50,000 50,000
固定資産圧縮損 － － －
減損損失 － － －
その他の特別損失 7,000 － －

計 24,000 50,000 50,000
特別損益差引 ▲ 24,000 ▲ 50,000 ▲ 50,000

4. 税引前当期利益 856,000 812,000 960,000
法人税、住民税及び事業税 188,000 179,000 211,000
法人税等調整額 － － －

5. 当期剰余金 668,000 633,000 749,000
6. 当期首繰越剰余金 946,000 705,000 429,000
7. 目的積立金目的取崩額 － － －
8. 再評価差額金取崩額 － － －
9. 当期未処分剰余金 1,614,000 1,338,000 1,178,000

ー 8 ー ー 9 ー

総合収支計画総合財務計画

貸借対照表 損益計算書

※損益計算書上の購買事業収支表記について、購買品供給高および購買品供給原価については代理人取引を控除した額を表示しており、
　その差額を「購買手数料」として表示しているため、購買事業計画とは一致しません。



単位：千円

科目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

人
　
件
　
費

役員報酬 105,000 105,000 105,000

給料手当 3,316,000 3,030,000 2,863,000

（うち賞与引当金戻入額） （ー） （ー） （ー）

（うち賞与引当金繰入額） (235,000) (236,000) (235,000)

法定福利費 587,500 575,500 560,500

厚生費 40,000 35,000 35,000

退職給付費用 215,000 210,000 200,000

役員退職慰労金 8,000 ー ー

役員退職慰労引当金戻入額 ー ー ー

役員退職慰労引当金繰入額 8,500 8,500 8,500

計 4,280,000 3,964,000 3,772,000

業
　
務
　
費

会議費 13,000 12,000 12,000

接待交際費 2,000 2,000 2,000

宣伝広告費 8,000 8,000 8,000

通信費 117,000 110,000 100,000

印刷・消耗品費 33,000 31,000 29,000

図書研修費 16,000 26,000 26,000

事務委託費 433,000 431,000 400,000

旅費 10,000 10,000 10,000

計 632,000 630,000 587,000

諸 

税 

負 

担 

金

租税公課 136,800 133,000 130,000

支払賦課金 35,200 35,000 35,000

分担金 10,000 8,000 8,000

計 182,000 176,000 173,000

施
　
設
　
費

減価償却費 208,000 181,000 203,000

保守修繕費 52,000 65,000 60,000

保険料 23,500 22,000 20,000

水道光熱費 133,000 122,000 102,000

賃借料 268,200 260,000 250,000

消耗備品費 30,800 30,000 25,000

車両費 44,500 40,000 30,000

施設管理費 54,000 50,000 40,000

計 814,000 770,000 730,000

その他事業管理費 10,000 10,000 10,000

事業管理費計 5,918,000 5,550,000 5,272,000

単位：千円

項目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

信  

用  

事  

業

貯金 485,000,000 490,000,000 495,000,000

預金 342,346,000 346,901,000 352,246,000

貸出金 73,000,000 74,100,000 75,600,000

有価証券 63,400,000 62,100,000 60,600,000
共
済
事
業

長期共済保有高 1,035,893,000 981,115,000 948,430,000

年金共済保有高 11,399,000 10,235,000 10,274,000

購 

買 

事 

業

生産資材取扱高 3,308,200 3,230,000 3,215,000

生活物資取扱高 2,419,800 2,210,000 2,070,100

計 5,728,000 5,440,000 5,285,000

販
売
事
業（
受
託
）

米取扱高 650,800 660,000 665,000

畜産物取扱高 1,954,100 1,950,000 2,015,000

その他の取扱高 4,395,100 4,414,000 4,455,000

計 7,000,000 7,024,000 7,135,000
販
売
事
業（
買
取
）

米を除く農産物販売高 22,600 17,000 20,000

加工品販売高 37,400 38,000 38,000

計 60,000 55,000 58,000

単位：千円

項目 令和4年度 令和5年度 令和6年度

金融共済事業関連 114,500 38,000 50,000

営農事業関連 73,500 31,000 80,000

経済事業関連 15,500 20,000 50,000

特別会計関連 139,000 63,000 50,000

共通・その他 57,500 148,000 70,000

合計 400,000 300,000 300,000

ー 10 ー ー 11 ー

事業管理費計画・固定資産投資計画・主要事業取扱計画

事業管理費計画

固定資産投資計画

主要事業取扱計画

JA 伊勢自己改革工程表

附属資料
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附属資料

　ＪＡ伊勢は、平成 28 年度から、組合員との徹底した対話に基づいて、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」
「地域の活性化」を基本目標とする創造的自己改革の実践に全力で取り組んできました。
　これまでに自己改革として、水田所得補完作物の推進・拡大による経営安定と農業者所得の増大に取り組んだ
ほか、子会社を核とした新規就農者支援による産地後継者づくりなどの取り組みをすすめてきました。
　この結果、令和元年に実施した「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」等において、多くの正組合員から、一
定の評価と自己改革への一層の期待、多くの准組合員から、総合事業の必要性や地域農業を応援したいとの声を
いただくことができました。
　今後も、ＪＡ伊勢は地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続可能な経営
基盤の確立・強化とともに、組合員との徹底した対話を通じ、総合事業を基本として「不断の自己改革」に取り
組んでまいります。

１. 自己改革を実践するための具体的な方針
　①�総代との話し合いの場の設定や、「声をきく仕組み」を通じた組合員との徹底した対話を原点としてニーズ

を的確に把握します。
　②�「農業者の売上・単価増加・コスト低減」に繋がる担い手目線での必要な取り組みについて、目標及び実践

具体策の策定と実践を行い、改革の目的である「所得増大」を実現するほか、「地域の活性化」にも取り組
みます。

　（1）大規模農家および中規模農家を対象として、次のことに取り組みます。
　　　  ア．水田所得補完作物の作付け面積拡大　　イ．業務用米等買取販売の拡大
　（2）対象品目を生産する全ての方を対象として、次のことに取り組みます。
　　　  ア．輸出量の更なる拡大　　イ．規格外農産物活用による農家所得の増大
　（3）全ての方を対象として、次のことに取り組みます。
　　　  ア．生産コスト低減に繋がる予約取引の拡大　　イ．レンタル農機の取扱拡大
　　  　※�上記取組みに加え、昨今の生産資材価格の高騰に対応するため、中期経営計画に「資材高騰対策費」

として営農指導費 50,000 千円を上乗せし、生産コスト低減に寄与する施策に取り組みます。
　（4）「地域の活性化」に向けては、次のことに取り組みます。
　　　  ア．地域農業の応援パートナーである准組合員の維持・拡大
　　　  イ．次世代との接点づくり
　③�改革の取り組みと成果について対話等を通じて評価を把握し、次の改革につなげることで、PDCA サイクル

を回し、不断の自己改革を着実に実践します。

２. 自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取組みについて
　管内の人口動向は減少傾向にあり、引き続き農業従事者の高齢化が進んでいます。また、農業生産額の減少に
伴い、ＪＡ伊勢の販売品販売高は 70 億円前後で推移している状況です。
　こうした情勢のなか、ＪＡ伊勢として現状のまま事業改革を進めなかった場合の５年後の成行きについてシ
ミュレーションを行ったところ、 ５年後には現状と比べて事業利益が大幅に減少する見通しとなりました。これ
は、超低金利政策や信連奨励金の削減により信用事業の収益減少が見込まれること、また、収益構造上の営農経
済事業の赤字が主な要因となっています。
　ＪＡ伊勢では、シミュレーションにより抽出された課題に対して、健全で持続性のある経営を確保するため、「持
続可能な経営基盤の確立・強化の取組み（３Ｃプログラム）」に取り組みます。

３. 自己改革の実践に向けた組合員の意思反映
　自己改革の実践にあたっては、改革の評価の把握に向けた正組合員との対話や地区別懇談会のみならず、地域
に根ざしたＪＡを目指して広報誌付属ハガキや広報モニター制度、准組合員モニター制度の仕組みを通じて「正
組合員とともに、地域農業や地域経済の発展を支える組合員」である准組合員の声も聴くことで、正組合員と准
組合員が一体となったＪＡ運営を実現します。さらに、組合員の評価を踏まえながら必要な見直しを行います。
　また、地域農業の応援パートナーでもある准組合員の事業利用にあたっては、正・准組合員の利用状況を把握
したうえで、改革の目的である「農業者の所得増大」に繋がるよう取り組みます。

ＪＡ伊勢自己改革工程表 ＪＡ伊勢自己改革工程表（数値編）
重点目標 成果指標・目標値
農業者の所得増大・農業生産の拡大

水田所得補完作物の作付面積拡大 令和4年度 令和5年度 令和6年度
対象者：大規模農家・中規模農家　 　　　　 想定 　  売上増加効果 目標 目標 目標

令和6年度 700ha １haあたり所得額
 210,000～860,000円 640ha 660ha 700ha

輸出産品の拡大による売上増加 令和4年度 令和5年度 令和6年度
対象者：対象品目を生産する全ての方　　　 想定 　  売上増加効果 目標 目標 目標

令和6年度 40.0t １kgあたり国内向け単価比
+10～300円 23.0t 33.0t 40.0t

※目標には、需給調整により輸出するイチゴを含みます

予約取引拡大を通じたコスト低減 令和4年度 令和5年度 令和6年度
対象者：全ての方　 　　　　　　　　　　　　 想定 　コスト低減効果 目標 目標 目標

令和6年度 220,000袋 １袋あたり 10～800円 210,000袋 215,000袋 220,000袋
※予約割引に加え「資材高騰対策費」を活用した施策の実践により、さらなるコスト低減効果の発揮に取り組みます

地域の活性化

地域農業の応援パートナーである准組合員の維持・拡大
令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標 目標 目標

令和6年度 准組合員数　26,300人 25,300人 25,800人 26,300人

経営基盤の確立・強化

営農事業に経営資源を集中するための生活店舗事業の
業態転換

令和4年度 令和5年度 令和6年度
目標 目標 目標

令和6年度 全自営生活店舗の地域等への委託または生協との
連携による宅配への転換（0店→17店） 6店舗 13店舗（累計） 17店舗（累計）

持続可能な金融・共済サービスの提供維持に向けた
機能的・弾力的な支店体制整備

令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標 目標 目標

令和6年度 42店舗のうち10店舗を効率化店舗化 0店舗 10店舗（累計） 10店舗（累計）

対話・意思反映
項目 令和3年度計画 令和3年度実績 令和4年度計画

声をきく仕組み（仕組み数） 11件 10件 11件

声をきく仕組みへの声（意見数） 5,600件 6,018件 6,200件

総代との話し合いの場（開催回数、出席人数） 4回、1,300人 2回、659人 4回、1,300人

担い手経営体等農家訪問（訪問件数） 300件 310件 320件

広報モニター（意見提出人数） 30人 40人 45人

准組合員モニター（人数） 0人 0人 250人


